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1. 2023年12月期の業績（2023年1月1日～2023年12月31日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年12月期 10,231 13.2 554 △10.8 561 △10.0 415 △5.7

2022年12月期 9,041 35.2 621 3.7 624 △4.3 440 △0.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年12月期 70.65 ― 6.0 6.6 5.4

2022年12月期 75.12 ― 6.6 7.7 6.9

（参考） 持分法投資損益 2023年12月期 ―百万円 2022年12月期 ―百万円

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年12月期 8,804 6,981 79.3 1,188.20

2022年12月期 8,258 6,826 82.7 1,162.51

（参考） 自己資本 2023年12月期 6,981百万円 2022年12月期 6,826百万円

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年12月期 1,407 △894 △264 497

2022年12月期 △432 △1,304 △473 247

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産
配当率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年12月期 ― 20.00 ― 20.00 40.00 234 53.3 3.5

2023年12月期 ― 25.00 ― 25.00 50.00 293 70.8 4.3

2024年12月期(予想) ― 25.00 ― 25.00 50.00 42.0

3. 2024年12月期の業績予想（2024年1月1日～2024年12月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,000 △2.3 1,000 80.4 1,000 78.0 700 68.7 119.13



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年12月期 5,956,400 株 2022年12月期 5,956,400 株

② 期末自己株式数 2023年12月期 80,305 株 2022年12月期 84,505 株

③ 期中平均株式数 2023年12月期 5,874,782 株 2022年12月期 5,861,776 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績予想につきましては、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を

当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法）

　当社は、2024年2月5日に決算補足説明資料及び、決算説明動画を当社ホームページに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当事業年度の工作機械業界は、日本工作機械工業会が発表した工作機械受注実績（2023年１月１日から2023年12

月31日まで）が前年比で15.5％減少しました。新型コロナウイルス感染症対策の緩和による経済正常化や供給制約

の緩和を背景に景気回復への期待が高まっている一方、長期化するウクライナ情勢に伴う資源・エネルギー価格の

高騰や、中国景気の減速、円安による物価上昇の継続などにより、依然として先行き不透明な状況が継続しており

ます。

こうした状況の中、当社の受注高は前期比20.2％の減少となりました。地域別では、米州においては航空機・船

舶関連で中・大型立形研削盤の受注増により53.7％の増加、その他アジアにおいてはタイ向け産業機械関連で小型

立形研削盤の複数台受注が寄与し26.8％の増加となりました。一方、日本では29.9％の減少、中国では18.9％の減

少、欧州では15.5％の減少となりました。

当期においては、ドイツで開催されたEMOや中国でのCIMTへの展示会出展を通し、当社製品の技術力をアピール

し、DMGMORIのオープンハウスや販売対象88カ国・113拠点のネットワークを活用することで海外での認知度向上と

販路拡大を図りました。国内においてはGrinding Technology Japanやメカトロテックジャパンといった展示会、4

年ぶりの開催となった太陽工機プライベートショーを通して、新たなお客様層の拡大や設備投資需要の汲み取りを

図り、受注及び引合いの獲得に繋げてまいりました。

収益面では販売数量の増加により売上高の増加となりましたが、原材料費の高騰と人材等への先行投資によるコ

スト増加に加え、販売価格の改定の効果が限定的でしたので利益面では減少となりました。

当事業年度の受注高は9,646,971千円（前期比20.2％減）となりました。うち当社主力機種である立形研削盤は

8,140,423千円（前期比17.3％減）、横形研削盤は1,302,755千円（前期比27.3％減）、その他専用研削盤は203,792

千円（前期比55.7％減）となりました。

生産高は8,907,694千円（前期比12.0％増）となりました。うち立形研削盤は7,279,275千円（前期比13.8％増）、

横形研削盤は1,339,007千円（前期比10.3％減）、その他専用研削盤は289,412千円（前期比367.0％増）となりまし

た。

売上高につきましては、10,231,942千円（前期比13.2％増）となりました。うち立形研削盤は8,201,831千円（前

期比13.6％増）、横形研削盤は1,570,039千円（前期比4.9％減）、その他専用研削盤は460,071千円（前期比167.5

％増）となりました。

損益につきましては、営業利益554,393千円（前期比10.8％減）、経常利益561,782千円（前期比10.0％減）、当

期純利益415,038千円（前期比5.7％減）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（流動資産）

当事業年度の流動資産は前事業年度末に比べて513,675千円増加し、6,420,433千円となりました。これは主に現

金及び預金が249,429千円、関係会社短期貸付金が700,000千円増加したこと、売掛金が43,000千円、製品が131,350

千円、仕掛品が224,757千円、原材料及び貯蔵品が43,183千円減少したことによるものです。

（固定資産）

当事業年度末の固定資産は前事業年度末に比べて32,955千円増加し、2,384,268千円となりました。これは主に工

具、器具及び備品が10,920千円、建設仮勘定が126,280千円増加したこと、建物が63,106千円、機械及び装置が

21,784千円減少したことによるものです。

（流動負債）

当事業年度末の流動負債は前事業年度末に比べて390,768千円増加し、1,822,719千円となりました。これは主に

前受金が486,255千円、流動負債（その他）に含まれる未払消費税等が209,001千円増加したこと、買掛金が144,178

千円、未払金が45,174千円、未払法人税等が98,446千円減少したことによるものです。

（純資産）

当事業年度末の純資産は前事業年度末に比べて155,862千円増加し、6,981,983千円となりました。これは主に利

益剰余金が150,698千円増加したこと、自己株式が4,891千円減少したことによるものです。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べて249,429千円増加

し、497,255千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、資金は1,407,857千円の増加（前期は432,737千円の減少）となりました。これは主に税引前当

期純利益561,782千円の計上、減価償却費150,431千円、売上債権の減少43,000千円、棚卸資産の減少399,291千円、

前受金の増加486,255千円の資金増加要因と、製品保証引当金の減少9,570千円、仕入債務の減少144,178千円、未払

金の減少47,367千円、法人税等の支払234,178千円の資金減少要因によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、資金は894,182千円の減少（前期は1,304,525千円の減少）となりました。これは主に有形固定

資産の取得161,068千円、無形固定資産の取得27,776千円、関係会社貸付金の増加700,000千円の資金減少要因によ

るものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、資金は264,245千円の減少（前期は473,377千円の減少）となりました。これは配当金の支払

264,245千円の資金減少要因によるものです。

　

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

第35期
2019年12月期

第36期
2020年12月期

第37期
2021年12月期

第38期
2022年12月期

第39期
2023年12月期

自己資本比率（％） 80.4 87.5 82.9 82.7 79.3

時価ベースの自己資本比率
（％）

109.4 87.1 80.6 78.2 91.0

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（％）

46.2 21.1 186.6 － －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（％）

7,570.2 18,485.9 1,985.9 △21,419.5 －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注)１ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

　 ２ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

　 ３ 有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。
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（４）今後の見通し

今後の見通しにつきまして、日本工作機械工業会では、2024年の工作機械の年間受注額について１兆5,000億円に

なるとの見通しを示しております。2023年実績と比べて0.9％の増加となり、2年ぶりの増加を見込んでおります。

年前半は欧米での高金利や経済減速に伴う設備投資の様子見から受注の調整局面が継続しますが、年後半から半導

体やEVなどの需要の増加と、人手不足に伴う自動化や脱炭素に向けた環境関連投資が活発になり工作機械需要を下

支えするとみており、総じて緩やかな回復局面に入る見通しです。

当社におきましても、受注については、年前半は調整局面が続きますが、製造現場の人手不足や省人化需要を背

景に年後半に向けて緩やかに回復していくものと考えております。

2024年度の業績は、期初受注残高約72億円（売上計画比約72％）を既に確保しており、販売価格の改定により粗

利率は改善する見込みです。また、DMGMORIと連携した海外販売の強化、自動化・システム化をセットで提案するこ

とによる製品単価の向上、費用コントロールの徹底による経費削減に努め、営業利益率10.0％以上を目指します。

2024年12月期の業績見通しは、次のとおりであります。

（単位：百万円）

通期

売上高 10,000

営業利益 1,000

経常利益 1,000

当期純利益 700

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

財務諸表は、会社法上の分配可能額の計算や法人税法上の課税所得の計算においても利用されることを鑑み、当

社は会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2022年12月31日)

当事業年度
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 247,825 497,255

売掛金 ※1 2,600,578 ※1 2,557,578

製品 155,533 24,182

仕掛品 2,253,706 2,028,948

原材料及び貯蔵品 597,073 553,890

前払費用 41,041 39,850

関係会社短期貸付金 - 700,000

その他 11,998 19,726

貸倒引当金 △1,000 △1,000

流動資産合計 5,906,757 6,420,433

固定資産

有形固定資産

建物 1,363,996 1,364,731

減価償却累計額 △626,938 △690,781

建物（純額） 737,057 673,950

構築物 80,502 80,502

減価償却累計額 △33,858 △41,914

構築物（純額） 46,644 38,587

機械及び装置 566,698 575,239

減価償却累計額 △476,203 △506,528

機械及び装置（純額） 90,495 68,710

車両運搬具 3,825 3,825

減価償却累計額 △2,904 △3,364

車両運搬具（純額） 920 460

工具、器具及び備品 285,029 305,596

減価償却累計額 △258,618 △268,265

工具、器具及び備品（純額） 26,410 37,331

土地 1,177,345 1,177,345

建設仮勘定 7,700 133,980

有形固定資産合計 2,086,573 2,130,365

無形固定資産

ソフトウエア 86,358 83,200

電話加入権 659 659

無形固定資産合計 87,018 83,860

投資その他の資産

長期前払費用 14,497 8,979

繰延税金資産 145,437 138,119

敷金及び保証金 17,616 22,706

その他 170 237

投資その他の資産合計 177,721 170,042

固定資産合計 2,351,312 2,384,268

資産合計 8,258,070 8,804,702
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年12月31日)

当事業年度
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 486,607 342,429

未払金 180,747 135,573

未払費用 87,673 79,090

未払法人税等 136,399 37,952

前受金 372,430 858,686

製品保証引当金 163,354 153,783

その他 4,736 215,203

流動負債合計 1,431,950 1,822,719

負債合計 1,431,950 1,822,719

純資産の部

株主資本

資本金 700,328 700,328

資本剰余金

資本準備金 387,828 387,828

その他資本剰余金 146,079 146,352

資本剰余金合計 533,907 534,180

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 5,688,017 5,838,715

利益剰余金合計 5,688,017 5,838,715

自己株式 △96,133 △91,241

株主資本合計 6,826,120 6,981,983

純資産合計 6,826,120 6,981,983

負債純資産合計 8,258,070 8,804,702
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 2022年１月１日
　至 2022年12月31日)

当事業年度
(自 2023年１月１日
　至 2023年12月31日)

売上高 ※1 9,041,674 ※1 10,231,942

売上原価

製品期首棚卸高 184,017 155,533

当期製品製造原価 ※2 6,744,978 ※2 7,833,902

製品保証引当金繰入額 95,345 △9,570

合計 7,024,341 7,979,864

製品期末棚卸高 155,533 24,182

売上原価合計 6,868,808 7,955,681

売上総利益 2,172,865 2,276,260

販売費及び一般管理費

販売促進費 348,776 481,352

運賃 148,634 154,258

広告宣伝費 11,090 16,936

出張費 32,268 55,404

役員報酬 149,100 132,360

給料及び手当 194,371 289,177

賞与 58,318 47,217

株式報酬費用 9,048 7,284

退職給付費用 10,736 13,196

法定福利費 48,468 59,710

福利厚生費 28,524 26,383

減価償却費 12,861 15,428

通信費 6,802 9,640

消耗品費 18,229 29,050

租税公課 107,097 58,165

賃借料 33,238 32,308

支払手数料 87,489 98,573

研究開発費 ※3 96,979 ※3 138,480

その他 149,057 56,937

販売費及び一般管理費合計 1,551,093 1,721,866

営業利益 621,772 554,393

営業外収益

受取利息 24 41

助成金収入 4,945 8,002

作業くず売却益 3,004 4,484

受取手数料 755 2,996

保険配当金 1,585 2,175

その他 983 628

営業外収益合計 11,300 18,328

営業外費用

支払利息 2,020 -

為替差損 1,337 1,073

割増退職金 3,529 7,000

支払手数料 1,338 2,046

その他 401 819

営業外費用合計 8,627 10,939
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(単位：千円)
前事業年度

(自 2022年１月１日
　至 2022年12月31日)

当事業年度
(自 2023年１月１日
　至 2023年12月31日)

経常利益 624,444 561,782

税引前当期純利益 624,444 561,782

法人税、住民税及び事業税 229,029 139,425

法人税等調整額 △44,905 7,318

法人税等合計 184,123 146,744

当期純利益 440,320 415,038

　



株式会社太陽工機(6164) 2023年12月期 決算短信

9

製造原価明細書

前事業年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

当事業年度
(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 材料費 3,180,168 40.96 3,055,906 37.28

Ⅱ 労務費 ※１ 1,515,181 19.51 1,783,161 21.75

Ⅲ 経費 ※２ 3,069,082 39.53 3,357,881 40.97

当期総製造費用 7,764,433 100.0 8,196,949 100.0

期首仕掛品棚卸高 1,663,219 2,253,706

合計 9,427,653 10,450,656

他勘定振替高 ※３ 428,967 587,805

期末仕掛品棚卸高 2,253,706 2,028,948

当期製品製造原価 6,744,978 7,833,902

（注）原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。

　※１ 労務費には、退職給付費用として、前事業年度57,044千円、当事業年度58,921千円が含まれております。

※２ 主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度（千円）

（自 2022年１月１日
至 2022年12月31日）

当事業年度（千円）
（自 2023年１月１日
至 2023年12月31日）

外注加工費 2,281,132 2,400,758

工場消耗品費 79,869 106,699

賃借料 67,820 55,049

出張費 109,404 128,465

減価償却費 123,282 135,003

支払手数料 170,234 235,875

※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度（千円）

（自 2022年１月１日
至 2022年12月31日）

当事業年度（千円）
（自 2023年１月１日
至 2023年12月31日）

機械及び装置 8,995 4,666

工具、器具及び備品 2,429 2,527

ソフトウエア 1,272 -

研究開発費 96,979 138,480

販売促進費 319,290 442,131

計 428,967 587,805
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（３）株主資本等変動計算書

　前事業年度(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 700,328 387,828 145,166 532,994

当期変動額

剰余金の配当

自己株式の処分 913 913

当期純利益

当期変動額合計 - - 913 913

当期末残高 700,328 387,828 146,079 533,907

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 5,452,608 5,452,608 △119,654 6,566,276 6,566,276

当期変動額

剰余金の配当 △204,911 △204,911 △204,911 △204,911

自己株式の処分 23,521 24,434 24,434

当期純利益 440,320 440,320 440,320 440,320

当期変動額合計 235,409 235,409 23,521 259,843 259,843

当期末残高 5,688,017 5,688,017 △96,133 6,826,120 6,826,120
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　当事業年度(自 2023年１月１日 至 2023年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 700,328 387,828 146,079 533,907

当期変動額

剰余金の配当

自己株式の処分 272 272

当期純利益

当期変動額合計 - - 272 272

当期末残高 700,328 387,828 146,352 534,180

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 5,688,017 5,688,017 △96,133 6,826,120 6,826,120

当期変動額

剰余金の配当 △264,340 △264,340 △264,340 △264,340

自己株式の処分 4,891 5,164 5,164

当期純利益 415,038 415,038 415,038 415,038

当期変動額合計 150,698 150,698 4,891 155,862 155,862

当期末残高 5,838,715 5,838,715 △91,241 6,981,983 6,981,983
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 2022年１月１日
　至 2022年12月31日)

当事業年度
(自 2023年１月１日
　至 2023年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 624,444 561,782

減価償却費 136,143 150,431

受取利息 △24 △41

支払利息 2,020 -

製品保証引当金の増減額(△は減少） 95,345 △9,570

売上債権の増減額（△は増加） △522,221 43,000

棚卸資産の増減額（△は増加） △834,617 399,291

仕入債務の増減額（△は減少） 95,593 △144,178

未払金の増減額（△は減少） 68,346 △47,367

未払費用の増減額（△は減少） 6,667 △8,583

前受金の増減額（△は減少） 120,196 486,255

その他 19,113 210,974

小計 △188,991 1,641,995

利息の受取額 24 41

利息の支払額 △2,020 -

法人税等の支払額 △241,750 △234,178

営業活動によるキャッシュ・フロー △432,737 1,407,857

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,283,651 △161,068

無形固定資産の取得による支出 △65,148 △27,776

関係会社貸付金の純増減額（△は増加） - △700,000

その他 44,274 △5,337

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,304,525 △894,182

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △268,901 -

配当金の支払額 △204,475 △264,245

財務活動によるキャッシュ・フロー △473,377 △264,245

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,210,640 249,429

現金及び現金同等物の期首残高 2,458,466 247,825

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 247,825 ※1 497,255
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

　 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

（１）製品・仕掛品

個別法

（２）原材料

個別法

（３）貯蔵品

最終仕入原価法

２. 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　 定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物 15年～31年

　 機械及び装置 ７年～12年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

　 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、市場販売目的のソフトウエアについては見込販売期間（３年）、自社利用のソフトウエアについて

は社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

３. 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別の回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

（２）製品保証引当金

製品の無償保証期間の修理費用の支出に備えるため、過去の売上高に対する支出割合に基づき計上しており

ます。

４. 重要な収益及び費用の計上基準

当社は、研削盤の製造と販売、研削盤に関連する部品販売及びサービスの提供を行っております。

　研削盤の国内販売については、顧客との契約に基づき、製品の検収により、支配が移転し履行義務が充足される

ことから、当該完了時点で収益を認識しております。海外販売については、商社等を通じて顧客への販売を行って

おり、契約に基づき、指定された国内の倉庫納入時点で、支配が移転し履行義務が充足されることから、当該時点

で収益を認識しております。

　部品の国内販売については、顧客への部品の着荷時点で、支配が移転し履行義務が充足されることから、当該時

点で収益を認識しております。海外販売については、商社等を通じて顧客への販売を行っており、契約に基づき、

運送人への引き渡し時点で支配が移転し履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。

　サービスの提供については、作業が完了し、顧客による検収完了時点で収益を認識しております。
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５. キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許資金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

(会計方針の変更)

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとして

おります。これによる、財務諸表への影響はありません。

(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する資産（区分掲記されるものを除く）は、次のとおりであります。

前事業年度
(2022年12月31日)

当事業年度
(2023年12月31日)

売掛金 1,056,230千円 1,130,514千円

(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引に係るものは、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

当事業年度
(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

関係会社への売上高 3,100,837千円 2,830,657千円

※２ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

前事業年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

当事業年度
(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

売上原価 35,046千円 33,284千円

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

当事業年度
(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

96,979千円 138,480千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自 2022年１月１日　至 2022年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首株式数

（株）
増加数（株） 減少数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式

　普通株式 5,956,400 ― ― 5,956,400

自己株式

　普通株式 105,089 74 20,658 84,505

（注）自己株式の変動事由の概要

　 増加数の内訳は、次のとおりであります。

　従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブ制度退職者の無償取得による増加 74株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　 役員向け譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 5,800株

　 従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブとしての自己株式の処分による減少 14,858株

２．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2022年３月30日
定時株主総会

普通株式 87,769 15.00 2021年12月31日 2022年３月31日

2022年８月４日
取締役会

普通株式 117,142 20.00 2022年６月30日 2022年９月16日

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年３月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 117,437 20.00 2022年12月31日 2023年３月30日
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当事業年度（自 2023年１月１日　至 2023年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首株式数

（株）
増加数（株） 減少数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式

　普通株式 5,956,400 ― ― 5,956,400

自己株式

　普通株式 84,505 100 4,300 80,305

（注）自己株式の変動事由の概要

　 増加数の内訳は、次のとおりであります。

　従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブ制度退職者の無償取得による増加 100株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　 役員及び執行役員向け譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 4,300株

２．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2023年３月29日
定時株主総会

普通株式 117,437 20.00 2022年12月31日 2023年３月30日

2023年８月３日
取締役会

普通株式 146,902 25.00 2023年６月30日 2023年９月15日

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年３月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 146,902 25.00 2023年12月31日 2024年３月28日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前事業年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

当事業年度
(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

現金及び預金 247,825千円 497,255千円

現金及び現金同等物 247,825千円 497,255千円

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、研削盤の製造及び販売を事業内容とする単一セグメントであり、開示対象となるセグメントはありませ

んので、記載を省略しております。

(持分法損益等)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

当事業年度
(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

１株当たり純資産額 1,162円51銭 1,188円20銭

１株当たり当期純利益 75円12銭 70円65銭

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

当事業年度
(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

当期純利益（千円） 440,320 415,038

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 440,320 415,038

普通株式の期中平均株式数（株） 5,861,776 5,874,782

　３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（2022年12月31日）
当事業年度

（2023年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 6,826,120 6,981,983

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 6,826,120 6,981,983

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 5,871,895 5,876,095

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

４．その他

（１）役員の異動

①代表者の異動

該当事項はありません。

②その他の役員の異動（2024年３月27日付予定）

・新任取締役候補者

　専務取締役 大石 賢司 （現 当社専務執行役員 購買部長 兼 原価管理部長）

　


